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₁　職員の任免および職員数に関する状況

₂　職員給与の状況

⑴　職種別採用者数
平成19年4月2日～
平成20年4月1日
職 種 等 人数
医 師 2
一 般 行 政 1
看 護 師 3
准 看 護 師 3
診 療 放
射 線 技 師 1

薬 剤 師 1
管 理 主 事 1

計 12

6　職員の研修および勤務成績の評定状況（平成19年度） ⑴　 職員の平均年齢、平均給料月額および
平均給与月額の状況（20年4月1日現在）
区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

一般行政職 41.4歳 　290,900円 332,711円
技能労務職 45.9歳 　243,300円 263,806円

⑷　期末手当・勤勉手当（全会計）
１人当たり平均支給額（19年度決算）1,415千円

（19年度支給割合）
� 期末手当� 勤勉手当
� 3.0月分（1.6）月分� 1.5月分（0.75）月分

（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算5～15％
注�（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。再任
用職員とは、定年退職等により退職した後、改めて
採用された職員をいいます。

⑸　退職手当（20年4月1日現在）
（支給率） 自己都合 勧奨・定年
勤続 20 年 23.50月分 30.55月分
勤続 25 年 33.50月分 41.34月分
勤続 35 年 47.50月分 59.28月分
最高限度額 59.28月分 59.28月分
その他の加算措置　定年前早期退職者2～25％加算
注�退職手当の１人当たり平均支給額は、19年度に退職した職
員に支給された平均額です。

⑵　職員の初任給の状況（20年4月1日現在）
区分 初任給

一般行政職 大学卒 167,034円（172,200円）
高校卒 135,897円（140,100円）

技能労務職 高校卒 133,084円（137,200円）
中学卒 121,638円（125,400円）

注���1.�初任給は学校卒業後すぐに採用された場合の月額です。
�����2.��平成20年4月1日から平成22年3月31日までの間において給

料の3％を減額しています。（　）内は給料減額前の額です。

⑶　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（20年4月1日現在）
区分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年

一般行
政職

大学卒 230,805円 276,924円 316,586円
高校卒 191,357円 244,252円 277,408円

技能労
務職

高校卒 183,912円 224,749円 254,965円
中学卒 176,783円 187,598円 236,098円

注�経験年数とは、採用前に民間企業勤務経験などがある場合にはその期間を換算
し、採用後の年数に加算した年数をいいます。

⑷　定員管理の数値目標および進捗状況
平成17年度策定の定員適正化計画では、平成17年
4月１日現在の職員数1,705人を、平成22年4月1日
までに1,525人（180人・10.56％削減）にすることを
目標としています。平成20年4月1日現在の職員数
は1,590人（195人・11.44％削減）で数値目標に対
する進捗率は108.3％となっています。

⑶　部門別職員数（各年4月1日）

区分 職員数 対前年
増減数H19年度 H20年度

一
般
行
政
部
門

議会 8 6 △��2
総務 225 207 △18
税務 51 51
民生 305 287 △18
衛生 89 90 1
農水 99 89 △10
商工 29 31 △��2
土木 77 77
小計 883 838 △45

特
別
行

政
部
門

教育 183 169 △14
消防 198 188 △10
小計 381 375 △24

公
営
企
業
等

会
計
部
門

病院 190 179 △11
水道 43 42 △��1
下水道 23 26 3
その他 70 68 △�2
小計 326 315 △11

合計 1,590 1,510 △80
注�職員数：正規職員と教育長を含み、特別職、臨時・
非常勤職員を含みません。

⑵　 平成19年度
事由別退職者数

平成19年4月1日～
平成20年3月31日
退職事由 人数
自己都合 20
定年退職 31
勧奨退職 39
その他 2
計 92

区分
部門

Ｈ17年
計画始期

Ｈ18年
１年目

Ｈ19年
２年目

Ｈ20年
3年目 計 （参考）

数値目標

一般行政 職員数 960 922 883 838 － 835
増減 　 △38 △39 △45 △122（97.6%） △125

教育 職員数 202 196 183 169 － 170
増減 　 △� 6 △13 △14 △33（103.1%） △�32

消防 職員数 203 199 198 188 － 195
増減 　 △�4 △�1 △10 △15（187.5%） △���8

公営企業等
会計

職員数 340 328 326 315 － 325
増減 　 △12 △�2 △11 △25（166.7%） △�15

計 職員数 1,705 1,645 1,590 1,510 － 1,525
増減 　 △60 △55 △80 △195（108.3%） △180

（各年4月1日現在）


